
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

76,744

10.15 10.10

8,885 9,178 10,575

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 予算

109,912 104,124 99,168 113,188 117,675

令和５年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和４年度実績

９都市経営

３　効率的かつ効果的な行政マネジメントの推進

４　積極的な財源の確保

99.39

指標名 単位 R2年度実績 R3年度実績

9 265

35,850 31,501

0 0 0

総合戦略

市税徴収、口座振替、市税還付及びその他庶務に関する経費。　早期に滞納整理に着手するとともに、滞納処分強化による収納率の向上を図る。　平成

２８年度よりコンビニ収納を開始。　令和元年度よりＰａｙＢ、令和２年度よりＰａｙＰａｙ・ＬＩＮＥ Ｐａｙでのスマホ決済納付を開始。

R4年度実績 R5年度見込

現年度収納率 99.41

実績値

100.1

税の公平性、自主財源の確保が図られる。　　（現年度収納率　Ｒ４目標　：99.39%）

収納率の向上、事務の効率化、行政サービスの向上
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平成２８年度より、納付ご案内センター事業費と徴収事務費を統合して徴収事務費とした。　平成２８年度よりコンビニ収納を開始。　令和元年度よりＰａｙＢ、令和

２年度よりＰａｙＰａｙ・ＬＩＮＥ Ｐａｙでのスマホ決済納付を開始。

納付ご案内センター事業費と徴収事務費に分かれていた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

今のところ、最適である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

税の公平性、財源確保のため、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

本事業を計画通り実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

徴収事務については、常に法令に則った公平・公正で、正確な事務を執行し、あわせて、納付環境の整備等により、収納率向上を図り、自主財源を確保

する。また、研修体制の強化等により、人材の育成を図り、事務のマニュアル化や資料データ整理を進める。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

事業の見直しについては行っていくが、現段階では最小限の経費で、成果を出しているので現状維持としたい。

(9,178 ) (10,575 )（事業費集計済分）

32,704

正職員

（人）正職員以外
10.20
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納税義務者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

現状を保ちつつ、収納率向上のため、事業の見直しを図っていく。　コロナ禍における丁寧な納付相談や納付指導の継続。　デジタル化（ＤＸ）への対応、推進。

(10,074 ) (9,129 ) (8,885 )
（人）

76,744 76,744

33,90524,761

正職員以外

27,428 36,444 40,931

0
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％ 97.96 99.51

6.00 3.46 3.79

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

37,14828,314

事務事業名 徴収事務費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 98.6 100.1

担当所属 収納課

指

標
活動指標

手　段

-

99.5 -


